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トピックス 4　国際エネルギー機関による2050 年までのエネルギー技術展望
　2008 年 6 月、国際エネルギー機関（IEA）は、｢ エネルギー技術展望 2008 (ETP2008)｣ を発表した。
G8（主要国首脳会議）からの要請に応えたもので、2050 年までに世界全体として実現すべきエネルギ
ー技術の展望を、2 段階のシナリオを用いて提示している。必達すべき ｢ACT MAP シナリオ ｣ は、実現
性の目途が得られた技術を用いて世界の2050 年のCO2 排出量を2005年レベルに戻すことを目標とし、
2050 年までに必要となる追加投資額を 17 兆米ドルと見積もっている。さらに目標を強化した ｢BLUE 
MAP シナリオ ｣ は、実現性の目途がまだ得られていない将来の新技術も導入し CO2 排出量を 2005 年
に比べて半減させるもので、必要な追加投資額を 45 兆米ドルと見積もっている。本報告書は、不確実
な将来技術を迅速かつ効率的に見極めていく必要性を示し、国の枠組みを超えた連携と政策誘導無し
ではエネルギー変革が果たせないことを述べている。
　2008 年 6月、国際エネルギー機関（International 
Energy Agency, IEA）は、｢ エネルギー技 術展 望
2008 (Energy Technology Perspectives 2008、
ETP2008)｣ を発表した。
　ETP2008 は G8（主要国首脳会議）からの要請に応
えた報告書であり、将来のエネルギー社会の変革の方
向性を各国の政策決定者に提供することを目的としてい
る。この報告書では、2050 年までに世界全体の総量と
して実現すべきエネルギー技術の展望を、CO2 削減ポ
テンシャルと必要なコストの関係から、2 段階のシナリ
オを用いて提示している。
　まず必達すべきシナリオとして提示されているのが
｢ACT MAP シナリオ｣ である。これは、既存あるいは
実現性の目途が得られた技術を用いて、世界の 2050
年の CO2 排出量を2005 年レベルに戻すことを目標に
したシナリオである。CO2 排出量を1トン削減するため
の追加的費用が 50 米ドル以下の廉価な技術を普及させ
ることが、このシナリオの鍵であるとされている。エネ
ルギー消費効率向上技術では、建築物や電気機器など
の効率を年率 1.4％で改善していく必要があるが、エネ
ルギー使用量削減に伴うコスト低減が見込める魅力的
な技術領域である。また発電技術では、実用化が加速
している太陽光発電や、実証試験フェ ズーに入った CO2
回収隔離技術を一体化した石炭火力発電などに取り組
むことが効果的とされている。このシナリオ全体で必要
となる追加投資額は、現在から2050 年までに17 兆米
ドル（年平均で約 4000 億米ドル）と見積もられており、
これは全世界の GDP の 0.4％に相当する額である。
　｢ACT MAP シナリオ｣ を踏まえてさらに目標を高く
設定したもう一つのシナリオとして、｢BLUE MAP シナ
リオ｣ が提示されている。これは、世界の 2050 年の
CO2 排出量を2005 年に比べて半減させるシナリオで
あり、2007年のハイリンゲンダム・サミットで今後の継
続論議が合意された内容に相応する。このシナリオは、
実現性の目途がまだ得られていない新技術を含め、多く
参　考
1)　IEA プレスリリース、2008 年 6 月 6 日：
http://www.iea.org/Textbase/techno/etp/index.
asp 
参考文献 1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
シナリオ達成に必要な重要エネルギー技術
の将来技術を導入しなければ達成できない。これらの
新技術では、CO2 排出量を1トン削減するための追加
的費用は、商業化を想定しても200 ～ 500 米ドルと、
｢ACT MAP シナリオ｣ の技術に比べて4 倍以上のコス
トがかかる。新技術の具体例には、第二世代バイオ燃
料、洋上および地上風力発電、電気自動車・燃料電池
自動車やさらなる CO2 回収隔離技術の拡大普及などが
挙げられている。このシナリオ全体で必要となる追加投
資額は、現在から2050 年までに45 兆米ドル（年平均
で 1兆 1000 億米ドル）に達すると見積もられ、これは
全世界の GDP の1.1％に相当する額である。
　また、シナリオを推進するために不可欠な政策オプ
ションとして、エネルギー消費効率向上技術を普及さ
せるための効果的な規制、研究開発・実証にコストが
かかる新技術を進展させるための長期にわたる経済
的インセンティブ、さらに世論やグローバルな連携を
牽引するための強力なリーダーシップなどの必要性
についても強調している。
　本報告書は、まだ不確実な多くの将来技術を迅速か
つ効率的に見極める重要性を述べており、それは国の
枠組みを超えた連携と政策誘導なしでは実現できない。
供給サイド 需要サイド
CO2 回収隔離技術一体型化石燃料発電 建築物および電気機器のエネルギー効率改善
原子力発電 ヒートポンプ
洋上および地上風力発電 太陽熱暖房給湯
バイオマスガス化複合発電(BIGCC)および混合燃焼 輸送部門のエネルギー効率改善
太陽光発電システム 電気自動車およびプラグイン・ハイブリット自動車
集光型太陽熱発電 燃料電池自動車
石炭ガス化複合発電システム（IGCC) 産業部門の CO2 回収隔離技術、水素および燃料転換
石炭超々臨界発電（USCSC) 産業部門モーターシステム
第二世代バイオ燃料 　－
